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小樽商科大学

大 分 類 経営・財務・システム

小 分 類 ①一法人複数大学制度の活用による経営統合の検討

参加可

北海道内国立大学法人の経営改革の推進

概要・目的

　北海道経済・産業の発展に一層貢献するため，「商学」「農学」「工
学」の実学を担う三大学が平成34年4月に経営統合して社会に開かれた
経営体制を構築し，文理融合型の教育プログラム・産学官連携事業等の
推進により社会のニーズに即した教育研究機能を強化する。

始　　期 平成30年５月

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

国立大学法人帯広畜産大学
国立大学法人北見工業大学

成　　果

　平成34年4月に経営統合をして新法人「国立大学法人北海道連合大学
機構（仮称）」を設立する。
　経営統合により，三大学の現行の経営体制の集約化，経営業務の合理
化・効率化等による経営コストの削減が可能となる。また，三大学が共
同で文理融合，異分野融合の教育プログラムを開発・提供することによ
り，新時代に求められる高度専門職業人材，地域貢献人材を輩出する。
さらに，産学官連携の分野融合型共同研究を企画・実施する体制を構築
し，企業等との共同研究を促進させることにより，北海道経済・産業発
展のための「知の社会実装」を行う。

その他特記事項

取
　
組
　
概
　
要

大　学　名

取組（事業・制度等）名称

分
類

他大学等の参加の可・不可
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帯広畜産大学

大 分 類 経営・財務・システム

小 分 類 ①一法人複数大学制度の活用による経営統合の検討

参加可

北海道内国立大学法人の経営改革の推進

概要・目的

　北海道経済・産業の発展に一層貢献するため、「商学」「農学」「工
学」の実学を担う三大学が平成34年4月に経営統合して社会に開かれた
経営体制を構築し、文理融合型の教育プログラム・産学官連携事業等の
推進により社会のニーズに即した教育研究機能を強化する。

始　　期 平成30年５月

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

国立大学法人小樽商科大学
国立大学法人北見工業大学

成　　果

　平成34年4月に経営統合をして新法人「国立大学法人北海道連合大学
機構（仮称）」を設立する。
　経営統合により、三大学の現行の経営体制の集約化、経営業務の合理
化・効率化等による経営コストの削減が可能となる。また、三大学が共
同で文理融合、異分野融合の教育プログラムを開発・提供することによ
り、新時代に求められる高度専門職業人材、地域貢献人材を輩出する。
さらに、産学官連携の分野融合型共同研究を企画・実施する体制を構築
し、企業等との共同研究を促進させることにより、北海道経済・産業発
展のための「知の社会実装」を行う。

その他特記事項

分
類

大　学　名

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称

取
　
組
　
概
　
要
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北見工業大学

大 分 類 経営・財務・システム

小 分 類 ①一法人複数大学制度の活用による経営統合の検討

参加可

北海道内国立大学法人の経営改革の推進

概要・目的

　北海道経済・産業の発展に一層貢献するため、「商学」「農学」「工
学」の実学を担う三大学が平成34年4月に経営統合して社会に開かれた
経営体制を構築し、文理融合型の教育プログラム・産学官連携事業等の
推進により社会のニーズに即した教育研究機能を強化する。

始　　期 平成30年５月

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

帯広畜産大学、小樽商科大学

成　　果

　平成34年4月に経営統合をして新法人「国立大学法人北海道連合大学
機構（仮称）」を設立する。
　経営統合により、三大学の現行の経営体制の集約化、経営業務の合理
化・効率化等による経営コストの削減が可能となる。また、三大学が共
同で文理融合、異分野融合の教育プログラムを開発・提供することによ
り、新時代に求められる高度専門職業人材、地域貢献人材を輩出する。
さらに、産学官連携の分野融合型共同研究を企画・実施する体制を構築
し、企業等との共同研究を促進させることにより、北海道経済・産業発
展のための「知の社会実装」を行う。

その他特記事項

取
　
組
　
概
　
要

大　学　名

取組（事業・制度等）名称

分
類

他大学等の参加の可・不可
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岐阜大学

大 分 類 経営・財務・システム

小 分 類 ①一法人複数大学制度の活用による経営統合の検討

参加可

東海国立大学機構（仮称）の設置

概要・目的

　岐阜大学および名古屋大学は、各大学が教育研究の高度化を図り、こ
れまで以上に地域の活性化に貢献していくため、新たな枠組みで連携
し、人的・物的リソースを効果的に共有しながら機能強化を図っていく
ことが重要であるとの共通認識に立ち、東海国立大学機構（仮称）の構
築に向けた検討を行っているところ。

始　　期 2018年4月

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

名古屋大学

成　　果

　平成３０年４月１８日に岐阜大学と合同で東海国立大学機構（仮称）
検討協議会を設置し、法人統合に向けた検討を開始。
　平成３０年８月２２日に文部科学大臣に岐阜大学と合同で法人統合に
向けた要望書を提出。

その他特記事項

　平成３２年度の法人統合を目指して、岐阜大学・名古屋大学の両大学
で引き続き検討を行っているところ。
　文部科学省においても必要な検討を行うべく「国立大学の一法人複数
大学制度等に関する調査検討会議」が設置され（平成３０年９月１９日
高等教育局長決定）、検討が行われているところ。

分
類

大　学　名

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称

取
　
組
　
概
　
要
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静岡大学

大 分 類 経営・財務・システム

小 分 類 ①一法人複数大学制度の活用による経営統合の検討

参加不可

地域の知の拠点としての機能強化のための静岡県の大学将来構想（案）

概要・目的

　地域の知の拠点として機能を強化するために、１法人複数大学方式に
より、静岡大学静岡キャンパスを中心とする大学（静岡市）と、静岡大
学浜松キャンパスと浜松医科大学を中心とする大学（浜松市）に再編
し、より地域活性化、国際競争力の強化を促進する。
　その後、大学等連携推進法人（仮称）の活用により、新国立大学法
人、地域の公立大学法人、学校法人等が参画し、静岡エリアの真の知の
拠点として連携を目指す。

始　　期

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

浜松医科大学／静岡大学
静岡県内の公立大学法人及び学校法人等

成　　果

　静岡大学浜松キャンパスと浜松医科大学を中心とする大学は、光・電
子工学、光医学との医工連携や、次世代自動車、ビッグデータなど先進
性がある一方、静岡キャンパスを中心とする大学においては、持続可能
な地域社会システムの構築への貢献やアジア地域との教育研究交流に実
績を有しており、地域の主要産業（企業）との協働による人材育成、研
究開発等の更なる高みを目指すことが可能になる。

その他特記事項

ポンチ絵添付

分
類

大　学　名

他大学等の参加の可・不可

取組（事業・制度等）名称

取
　
組
　
概
　
要
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名古屋大学

大 分 類 経営・財務・システム

小 分 類 ①一法人複数大学制度の活用による経営統合の検討

参加可

東海国立大学機構（仮称）の設置

概要・目的

　岐阜大学および名古屋大学は、各大学が教育研究の高度化を図り、こ
れまで以上に地域の活性化に貢献していくため、新たな枠組みで連携
し、人的・物的リソースを効果的に共有しながら機能強化を図っていく
ことが重要であるとの共通認識に立ち、東海国立大学機構（仮称）の構
築に向けた検討を行っているところ。

始　　期 2018年4月

終　　期

関係機関
(大学・自治体・企業等)

岐阜大学

成　　果

　平成３０年４月１８日に岐阜大学と合同で東海国立大学機構（仮称）
検討協議会を設置し、法人統合に向けた検討を開始。
　平成３０年８月２２日に文部科学大臣に岐阜大学と合同で法人統合に
向けた要望書を提出。

その他特記事項

　平成３２年度の法人統合を目指して、岐阜大学・名古屋大学の両大学
で引き続き検討を行っているところ。
　文部科学省においても必要な検討を行うべく「国立大学の一法人複数
大学制度等に関する調査検討会議」が設置され（平成３０年９月１９日
高等教育局長決定）、検討が行われているところ。

取
　
組
　
概
　
要

大　学　名

取組（事業・制度等）名称

分
類

他大学等の参加の可・不可
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